４．1950年代の南北朝鮮：李承晩と金日成　　　04282010
朝鮮戦争をはさんで対峙した1950年代の韓国と北朝鮮の政治経済体制の展開（停滞も含む）について、国際関係、政治主体による選択、経済政策との関係という３つの角度から考察する。

理論的な問題関心：冷戦体制における中心と前哨（周辺），輸入代替工業化と国家資本主義の政治経済，脱植民地化の政治体制
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拙稿「第12章　南北分断下の独裁と民主化の挫折：李承晩政権・張勉政権（一九四五～一九六一年）」『世界歴史大系』山川出版（刊行予定）１５～３１頁。（公共政策大学院のウェブサイトの在校生へのお知らせのところに貼り付けてある。但し、パスワードが必要 rokdprk1948）
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Ⅰ　１９５０年代の韓国：李承晩政権・第１共和国の政治経済の展開
１　李承晩政権：評価の変遷

    同時代的：知米派の代表であり、アメリカの援助、支援を確保するためには李承晩以外の選択肢はありえないというイメージの流布

　　1960年代以降に植え付けられたイメージ：独裁・腐敗・非効率・経済停滞（朴正煕政権との対比）

　　1980年代以降、南北分断に対する責任（特に同じ右派指導者金九の「南北協商」論との対比における「単独政府樹立路線」）

　　1990年代における李承晩再評価：「建国の父」としての李承晩：「単政（単独政府）」路線と大韓民国の正統性（金日成との対比）、経済政策の再評価（「植民地近代化論」への批判とアジアＮＩＥＳの起源）
　　「李承晩と朴正熙が出会う時」
２　李承晩(1875-1965)の抗日民族運動の軌跡

　1896　独立協会加入、キリスト教入信

　1898　政府打倒を企てるクーデターに加担した嫌疑で投獄

　1904　渡米

　1905　ワシントンポスト紙に日本の朝鮮侵略を暴露するインタビュー記事を掲載

　1910　ジョージタウン大学、ハーバード大学において修学後、プリンストン大学において「アメリカの影響を受けた永世中立論」という論文でPh.D.（博士号）を取得し、帰国

　1912　再渡米

　1913　帰国途中ハワイに立ち寄り、以後亡命生活を開始

　1916　韓国人学校「韓人女子学院」を設立

　1919　アメリカ本土、上海の大韓民国臨時政府の「国務総理」、さらに「臨時大統領」に就任
　1920　大韓民国臨時政府欧米委員会をワシントンＤＣに設置、上海密航

　1925　上海臨時政府との関係悪化、大統領免職

　この間（１９１２ー１９３９）、ハワイとアメリカ本土とを何回も往復

　1932　上海臨時政府国際連盟全権大使の資格でヨーロッパに向かう。

　1941　在米韓族連合委員会外交委員長就任、上海臨時政府駐米外交委員部委員長就任

　　　　ルーズベルト大統領に上海臨時政府による対日宣戦布告および臨時政府承認を要求する公文を伝達

　以後、アメリカ政府を相手に上海臨時政府の承認を要求するためのロビー活動を精力的に展開

　1942　アメリカ陸軍戦略事務所(OSS)に抗日ゲリラ部隊の組織を提案

　1943　陸軍長官スティムソンに、臨時政府を承認しないと朝鮮半島に親ソ共産政権が樹立されると警告。以後も、機会あるたびにアメリカ政府高官に、こうした要請を繰り返す。

　1945　左派主導の朝鮮人民共和国の初代主席に推戴されるが、拒否

　1945.10月 　アメリカ政府との交渉の末、単身（個人資格で）帰国（大韓民国臨時政府をアメリカは承認していない）
　抗日民族運動における李承晩の位置：「非暴力（知識人）」・反共「親米（しかし、アメリカ特に米軍政の傀儡ではない）」・即時独立（「反託（信託統治反対）」）・「単独勢力・国内基盤の欠如（カリスマ）」⇒こうした要因は一方では制約要因になるが、他方でそれを自らの政治的資源として利用し解放直後の激烈な権力闘争の中で生き残ることで、大韓民国初代大統領になり、さらには、朝鮮戦争を前後して自由党を創設することで、１９６０年に至るまで、長期間にわたり権力を維持することができた。解放直後、米軍政の下で、なぜ、李承晩が（金九でもなく宋鎮禹でもなく金性洙でもなく呂運亨でもなく金奎植でもなく）激烈な政治闘争に勝ち残ることができたのか。
３　政治過程と政治体制

　第１共和国憲法（7/17/1948）：アメリカ式リベラリズムの理念の影響が強いが、経済条項などにおいては韓国の事情が相当程度反映される。（経済に対する政府介入の余地を広範に認めるなどの修正資本主義的な要素も反映されている。）一つのエピソード：社会主義運動の経歴を持ち、後に進歩党事件によって国家保安法違反で死刑判決を受け処刑された曺奉岩（チョウボンアム）が、初代農林部長官に任命されていた。

制憲憲法に関しては、http://www.geocities.co.jp/WallStreet/9133/index.htmlを参照
統治構造：大統領制であるが、大統領を議長とする国務院（内閣）が置かれ、大統領の任命と国会の承認による国務総理（首相）が置かれる。さらに、大統領および副大統領（副統領）は国会議員による選挙によって選出される。以上のように、大統領制に議院内閣制の要素を多分に加味した内容。

第6章 経済 

第84条 大韓民国の経済秩序は、すべての国民に生活の基本的需要を充足することができるようにする社会正義の実現及び均衡ある国民経済の発展を期することを基本とみなす。各人の経済上の自由は、この限界内において保障される。 

第85条 鉱物その他重要な地下資源、水産資源、水力及び経済上利用することができる自然力は、国有とする。 公共必要により一定期間その開発又は利用を特許し、又は特許を取り消すことは、法律の定めるところにより行う。 

第86条 農地は、農民に分配し、その分配の方法、所有の限度、所有権の内容及び限界は、法律でこれを定める。 

第87条 重要な運輸、通信、金融、保険、電気、水利、水道、カス及び公共性を有する企業は、国営又は公営とする。公共の必要により私営を特許し、又はその特許を取り消すことは、法律の定めるところにより行う。 対外貿易は、国家の統制下に置く。 

第88条 国防上又は国民生活上緊切の必要により私営企業を国有又は公有に移転し、又はその経営を統制、管理することは、法律が定めるところにより行う。 

 李承晩の支持基盤：地主勢力を中心とした右派韓民党（後に民主党）を支持基盤→民主党との反目、非政党勢力への依拠（農村部における反韓民党気質の利用）→自由党創党による支持基盤の確立（「与村野都」）
政党体制：基本的には自由党と韓民党との２大政党体制（ただし、政権交代の機会は極度に排除されていた。）その意味で、自由党を「政府党」とする政府党体制（一党体制では必ずしもないが、与党と政府とが一体化して、政権交代の可能性を実質的には封鎖されているような体制：スハルト体制下のインドネシア、シンガポール、マレーシア）として位置づけることもできる。少なくとも、それ以後の政権（朴正熙政権）と比較すると、国家（政府）よりも与党（自由党）の権力が相対的に大きかった。
第一共和国における選挙過程

１９４８年制憲議会選挙（小選挙区制　定数２００）：議席と得票率
無所属：８５（40.3%）,大韓独立促成国民会(与党)５５(26.1%),韓国民主党２９（13.5%）
その後、無所属は、与野党の草刈場となり、第２回国会議員選挙直前には、

大韓国民党（与党）：７１議席、民主国民党（野党、韓国民主党の後身）６９議席へと２大政党制へと収斂する傾向を示したが、それはまだ確実なものではなかった。
１９５０年第２回国会議員選挙(5/30/1950　定数２１０):政党体制の流動化
無所属：１２６（62.9%）,大韓国民党（与党）２４議席(9.7%)、民主国民党（野党）２４議席(9.8%)
その直後、朝鮮戦争の勃発による与野党の政治休戦、「挙国一致内閣」の成立

１９５１年「副統領（副大統領）」選挙で、野党民主国民党最高委員金性洙（キムソンス）が７８対７３で選出
李承晩の危機意識：「一民主義（政党政治を否定し、すべての国民個々が自らの下に直接団結することを唱えたイデオロギー）」の実質的放棄⇒与党自由党の結成、しかし院外自由党と院内自由党との分裂の結果、大統領直選制への憲法改正は一旦否決。
１９５２年の「釜山政治波動（日本語では政変というような意味）」のどさくさの中での大統領直選制への憲法改正（大統領直選制という、ある意味では「民主的」な体制への移行であるが、それを戒厳令という非民主的な手法で行ったという逆説）
第２代大統領選挙(1952年8月5日)

投票率88.0%

	候補者
	得票数
	得票率

	李承晩（自由党）
	5,238,769
	74.6%

	曺奉岩（無所属）
	797,504
	

	李始榮（無所属）
	764,715
	

	申興雨（無所属）
	219,696
	


１９５４年第３回国会議員選挙（5/20/1954　定数２０３）

自由党：１１４（36.8%）,無所属６７(47.9%),民主国民党１５(7.9%)
１９５４年１１月「四捨五入改憲」：大統領3選禁止規定の撤廃と国務総理の廃止

１９５５年野党民主党結成（民主国民党を初めとした野党勢力の結集）による2大政党制への収斂、しかし、民主党は民主国民党を中心とした「旧派」と新たに加わった官僚出身勢力の「新派」という亀裂を抱える。
１９５６年大統領・副統領選挙における野党民主党張勉（新派）候補の副統領当選

第３代大統領選挙（1956年5月15日）

投票率94.4%

	候補者
	得票数
	得票率

	李承晩（自由党）
	5,046,437
	70.0%

	曺奉岩（無所属）
	2,163,808
	

	申翼煕（シン・イッキ民主党早稲田大学卒）
	選挙直前に急死
	


第４代副大統領選挙

	候補者
	得票数
	得票率

	張勉（チャンミョン　民主党）
	4,012,654
	46.4%

	李起鵬（イギブン　自由党）
	3,805,502
	43.8%


その他候補者６人
１９５８年第４回国会議員選挙（5/2/1958 定数２３３）
　自由党１２６(42.1%),民主党７９(34.2%),無所属２７(21.5%)特に、ソウル16選挙区中民主党は14議席（58.5%）
恒常的な不正選挙：官権選挙、自由党の外郭組織を利用した選挙不正

国家保安法などを利用した反共イデオロギーの浸透とそれによる政敵の粛清

　　（進歩党事件(1958)：野党進歩党大統領候補曺奉岩(チョ・ボンアム)に対して国家保安法に基づき、スパイ容疑で逮捕・死刑執行(1959)）

言論弾圧（京郷(キョンヒャン)新聞廃刊処分(1959)）

頻繁な改憲：
「抜粋改憲」と「釜山政治波動」 (1952)従来国会議員による選挙によって大統領が選ばれていたが、李承晩に反対する韓民党が国会議席の多数を占める状況で、現行憲法のままでは李承晩再選の道は閉ざされていた。そこで、李承晩は、２度にわたり大統領直接選挙制への改憲案を国会に提出するも、いずれも国会で否決された。52年に３度目の改憲案を提出したが、国会では逆に内閣責任制への改憲案が提出されることになった。こうした李承晩大統領と国会との膠着状態の中で、李承晩政権は、共産主義ゲリラによる浸透を理由として、当時の臨時首都釜山一帯に非常戒厳令を敷いた。こうした雰囲気の中で、内閣責任制への改憲案を提出するのに中心的な役割を果たした野党議員に対して、共産党と関連があるという口実で拘束するなどの弾圧を行い、結果として、政府と議会との改憲案を妥協的に抜粋した改憲案を通過させて、大統領直接選挙への改憲を強行した。

「四捨五入改憲」(1954)憲法によって大統領３選が禁止されていたが、李承晩政権は、憲法改正に必要な国会議席の2/3という条件を恣意的に解釈（小数点を切り捨てにするのではなく四捨五入するというように、一夜にして国会議長の判断を変えさせる）することで、３選禁止の条項を削除させるのに成功した。（２０３名の出席議員のうち１３５名が賛成した。２０３×2/3＝135.3333・・・・）さらに、この憲法改正では、従来まで存在していた国務総理（首相）は廃止され、国務委員と首席国務委員になり、よりいっそう大統領の直轄と自由党の影響力が増大した。
李承晩政権の政治体制：李承晩政権の政治体制を、その後の朴正熙政権やその他の国の政治体制などと比較して、どのようなものとして規定するか。

　準競争的権威主義体制(semi-competitive authoritarian regime)：形式的に民主政治が要求する最小限の条件である自由選挙という制度的装置を許容するが、実質的には選挙が自由な競争の機会になることを防止しながら、選挙で勝利し、権威主義的支配を正当化するための手法として選挙が活用されることを意味する。(Phillipe C.Schmitter,  Interest  Conflict  and  Political  Change  in  Brazil,  Stanford,  Stanford  University  Press,  1971.)

ほぼ同様な政治体制類型として木村幹は李承晩政権を「権威主義的」体制（政治体制を民主的政治制度の有無による区別だけではなく、たとえ民主的政治制度を備えていたとしても、権力交代の現実的可能性が実質的に閉ざされているのかどうかという区別を重視し、民主的政治制度の有無とは関係なく、ともかくも権力交代の現実的可能性が閉ざされている体制を、「権威主義的」体制と呼ぶ）と名づける。木村幹（2003）を参照）

４　経済政策：輸入代替工業化(import-substitution industrialization)・国家資本主義(state capitalism)という２つの側面・李承政権の経済政策が内包する二重の側面
　①輸入代替工業化の政治経済学：輸入代替工業化と自由党支配

　　アメリカの援助物資（剰余農産物）に依存した輸入代替工業化：三白工業（製粉、製糖、紡績）ただし、こうした援助を媒介とした安価な食糧および原材料の輸入は、特に、韓国における農産物や原材料価格を低く抑えることで、韓国農業にとっては非常に大きな打撃をもたらすことになった。1950年代の韓国において、特に朝鮮戦争以後、急速な都市化が進んだのは、こうした農業の打撃という背景があった。
　　自国通貨の過大評価（非現実な為替レート：公定レートと実勢レートとの乖離）：李承晩は、韓国の通貨（圓）をドルに対してできるだけ高く評価することが、アメリカの援助を得るのに有効であると信じていた。しかし、こうした自国通貨の過大評価政策は、安価な輸入品の国内市場への流入を招くことで、国内産業の保護という点ではマイナスになる。そこで、以下のような複雑な為替レート制や、高関税政策を採用した。

　　複数為替レート制（工業生産に必要な原料と設備の輸入には低関税・低為替レート、最終消費財には高関税・高為替レートを適用）

　　特恵とレント・シーキング(rent seeking)：政府・自由党は、援助物資の払い下げや商品の輸入などのライセンス、さらに輸入のための外貨の割り当てなどの特恵を業者に供与する。業者は生産活動に従事し、利益を上げる（profit seeking）のではなく、むしろ、こうした政治権力との癒着ともいえるような密接な関連を利用して、ある種の商業的な利益を享受することを優先的に考えるような行動様式(rent seeking)を選択する。業者は、利益を生産活動に投資するのではなく、特恵を維持するためにキックバックとしての自由党に政治資金を供与する。こうした形で、自由党・官僚・商業資本（輸入業者）の利益ネットワークが形成される。そこには、政府、特に与党自由党が経済活動において非常に大きな干渉を行っているという背景があった。
　②国家資本主義の政治経済学：韓国の経済開発をめぐる米韓関係

　（１）アメリカの意図

アメリカの「地域統合」構想：韓国は日韓分業を復活させて、その中で比較優位へ特化することが、経済発展にとって有効である。
援助ドルの有効利用：為替レートの「現実化（市場メカニズムに合致すること）」を要請

　消費財中心、農産物中心の援助（剰余農産物）：韓国経済が不安定な最大の理由はインフレにあり、インフレを抑制するためには、アメリカが消費物資を援助する必要がある。
　李承晩政権に対する銀行の民営化など自由主義的な経済政策を「勧告」したが、その背景には、李承晩政権による経済介入が韓国の市場経済を歪曲し、非効率をもたらしているという批判があった。
　（２）李承晩政権の「抵抗」

李承晩政権の「ナショナリズム」：国家資本主義的理念への固執（憲法の理念に立脚）
　　自立経済とそのために必要な基幹産業建設：日韓分業は韓国にとっては、植民地支配への回帰を意味するとして、抵抗。
　　援助ドルの最大限獲得：自国通貨を過大評価する為替レート

資本財中心の援助を要望：韓国の経済復興にとって必要なのは、消費財援助ではなく資本財の援助である。そうした資本財を利用して消費財産業を復興させることが重要である。さらに、韓国に対するアメリカの食糧援助は、韓国農業を疲弊させることになる。

　（３）両者の争点：
①国家の経済統制と介入の程度（介入に否定的なアメリカｖｓ介入に肯定的な韓国）
②工業建設の重視とインフレーション（インフレの抑制・「安定」を重視するアメリカｖｓ「復興」のための工業建設を重視する韓国）
③保護貿易政策（為替レート問題）（為替レートの現実化と自由貿易を重視するアメリカｖｓ自国通貨の過大評価維持と自国の幼稚産業の保護を重視する韓国）
④外国民間資本投資の抑制（外資導入の自由化を主張するアメリカｖｓ外資規制を重視する韓国）
　当時におけるアメリカ中心のリベラルな国際経済秩序とそれに対するナショナリズムの経済的要請との緊張をはらんだ共存

参考文献　尾崎彦朔編『第三世界と国家資本主義』東京大学出版会、梶村秀樹ほか『韓国経済試論』白桃書房,[Woo, Jung-en,1991] 
経済統計：以下のような李承晩政権期の経済実績を、上記の２つの評価と関連させてどのように考えるべきか。
１　経済成長率と１人あたりGNP

	年度
	1953
	1954
	1955
	1956
	1957
	1958
	1959
	1960

	年平均経済成長率(%)
	
	-5.1
	4.5
	-1.4
	7.6
	5.5
	3.8
	1.1

	１人あたりGNP(ドル)
	67
	70
	65
	66
	74
	80
	81
	79


出所　韓国銀行　『国民計定』、1975年基準
２　貿易構造：輸出入とも国際収支基準、単位は百万ドル

	年度
	1950
	1951
	1952
	1953
	1954
	1955
	1956
	1957
	1958
	1959
	1960

	輸出
	25.3
	15.6
	27.8
	39.7
	25.1
	17.7
	25.3
	19.5
	17.3
	19.8
	32.9

	輸入
	79.9
	129.5
	214.2
	345.4
	243.3
	327.6
	380.1
	390.4
	343.7
	273.4
	305.4

	貿易収支
	-54.6
	-113.9
	-186.4
	-305.7
	-218.2
	-309.9
	-354.8
	-370.9
	-326.4
	-253.6
	-272.5


出所　韓国銀行『経済統計年報』各年度版

３　産業構造と工業構造

	年度
	1953
	1954
	1955
	1956
	1957
	1958
	1959
	1960

	鉱工業/全産業(%)
	10.1
	12.7
	12.6
	12.7
	12.7
	14.4
	15.9
	15.9

	軽工業/工業(%)
	78.9
	78.4
	79.9
	80.2
	80.5
	78.6
	78.4
	76.6


出所　韓国銀行『国民計定』各年度版、1975年基準。

４　投資率（投資額/GNP）の推移

	年度
	1953
	1954
	1955
	1956
	1957
	1958
	1959
	1960

	投資率(%)
	14.7
	11.4
	11.7
	8.0
	14.0.
	11.8
	10.4
	10.0


韓国銀行『国民計定』各年度版
５　外交政策：米韓関係と日韓関係および東南アジア外交

①米韓関係における主要争点

（１）安全保障

李承晩政権：アメリカによる対韓防衛関与を確実にする一方で、北進統一を可能にするような程度の韓国軍の軍事的増強を図る。（アメリカ国内における巻き返し派との連携模索）米韓相互防衛条約の締結、対韓軍事援助増強、韓国軍の増強

⇔
アメリカ（アイゼンハワー政権）：韓国への介入拡大に対する慎重な姿勢と韓国の軍事戦略的価値を積極的に再評価する動きとの並行（巻き返しオプションを留保したうえでの封じ込め）

「統一され、独立した民主的朝鮮を実現しうる朝鮮問題の解決を、軍事的手段とは区別されるところの政治的手段によって、追求する」（NSC48-5, 5/17/51）

一方で、駐韓米軍の駐留継続、韓国の経済復興、韓国軍の強化などの必要性は十分に認識する。しかし、他方で、李承晩（政権）の能力には不信感を持つ。：エヴァ-レディ計画（アメリカ政府の一部、特に、出先の軍、CIAなどを中心として、５２年以降、数次にわたり韓国軍内部の反李承晩勢力と連携し、李承晩を除去しようとする動きを見せた。但し、本格的に実施されることはなかった。）
＊参考文献　李鍾元「米韓関係における介入の原型—『エヴァーレディ計画』再考⑴⑵」『法学（東北大学法学部）』５８巻１号（１９９４年4月）、59巻4号(1995年4月)。

（２）日韓関係

アメリカ政府：日韓交渉の早期妥結による日韓国際分業体制（日本の工業力との垂直的結合）の「復活」、それによる日韓の経済発展に対する貢献、北東アジアにおける反共自由主義陣営の結束強化

⇔

李承晩政権：日本に対する過度の依存構造からの脱却、経済的脱植民地化の徹底

こうした両者の対立が復興援助物資の対日調達をめぐる米韓間の対立として現れた。
アメリカにとって、朝鮮戦争終了後、日本国内で再び台頭し始めた日中貿易の再開圧力をやわらげ、日本を西側陣営の一員として踏みとどまらせるためにも、アジアにおける新しい市場の確保は切迫した課題であると認識された。アメリカの対アジア援助を、長期的には日本と他のアジア諸国との垂直的な地域的経済統合を促進する触媒として、短期的には日本への直接的なドル収入源として捉える政策構想が共有された。しかし、李承晩政権は、こうしたアメリカの政策を、韓国を再び日本の勢力圏に陥れようとする企てにほかならないと認識し、抵抗した。

　アメリカの仲介による日韓交渉の開始(51年)と「停滞」（日韓交渉に関しては、別途検討を加える。）
②　冷戦認識に関する李承晩政権とアメリカ政府との乖離：東南アジア関係をめぐって
李承晩政権の冷戦認識：

北進統一論、東南アジア（ラオス）派兵提案（1〜２/54, 6/54）とそれに対するアメリカの「却下」

　　反共アジアの盟主として反共アジアの地域的組織化、さらには軍事同盟化（台湾、フィリピン、南ベトナムなどと連携して模索）（49年の「太平洋同盟」結成の提案、さらにその後も同様な提案を続ける。）
　　韓国をインドシナ戦線と意図的に連動させることによって、韓国軍の軍事的強化を図り、自らの「北進統一」の基盤とするとともに、米国のアジア戦略における韓国の戦略的地位を高め、対日関係における優位を確保する手段にしようとした。

⇔

　　アメリカは、こうした李承晩政権の北進統一論を警戒し、東南アジア派兵の動きに対してとりあえずは却下したが、他方で、そうした可能性を全く排除していたわけではなかった。実際に、1965年から朴正熙政権によってアメリカの要請にもとづいて韓国軍のベトナム派兵が実現された。
６　４・１９（サ・イルグ：四月革命、学生革命）

３・１５不正選挙（６０年）：焦点は副統領選挙（野党民主党の大統領候補趙炳玉(チョウ・ビョンオク)が選挙戦中に死亡したため。しかし、李承晩の高齢を考慮すると、副統領選挙において、特に李承晩の養子（李康石）の実父でもある李起鵬を副統領に据えることは、李承晩政権、自由党にとっては死活的な課題として位置づけられた。）

　それに対する抗議、弾圧による死者（高校生の死亡）、抗議行動の拡大、李承晩に対するアメリカの支持撤回（この李承晩下野に関するアメリカの関わりに関しては、その積極的な役割を重視する解釈とそれほど能動的な役割を果たしてはいないという解釈とに分かれている。しかし、外交文書を見る限り、それほど主導的な積極的な役割を果していたわけではなく、最終段階になって、李承晩の下野を求めたということのようだ。）

　李承晩の下野、ハワイ亡命と李起鵬一家の自殺

　許政（ホ・ジョン）過渡政府の成立：憲法改正（大統領中心制から内閣責任制へ）と選挙による民主党政権の成立（第二共和国：尹潽善（ユン・ボソン　民主党旧派）大統領・張勉（チャン・ミョン民主党新派）国務総理）

第４代大統領選挙（1960年3月15日）：1960年4月26日国会議決により無効

投票率97.0%

	候補者
	得票数
	得票率

	李承晩（自由党）
	9,633,876
	88.7%

	趙炳玉（チョウ・ビョンオク民主党）
	選挙運動中に急死
	


第５代副大統領選挙1960年3月15日）：1960年4月26日国会議決により無効

投票率97.0%

	候補者
	得票数
	得票率

	李起鵬（自由党）
	8,337,059
	79.0%

	張勉（民主党）
	1,843,758
	17.5%


その他候補者２人

Ⅱ　朝鮮戦争と北朝鮮における国家形成過程
１　金日成（ｷﾑ･ｲﾙｿﾝ）と満州における抗日闘争

①「金日成神話」をめぐる諸説

　金日成偽物説：「金日成」と金日成とは別人という説もあるが、これに関しては必ずしも妥当性は実証されてはいないようだ。
　明らかな歴史の「書き換え」：代表的事例

　　1934　金日成による朝鮮人民革命軍組織：1946年以降、金日成を民族の指導者、民族の英雄として押し出していくキャンペーンの中で「捏造」され、定着していった。

　　1942　金正日が白頭山密営で出生（実際はソ連ハバロフスク近郊にて出生）

　　1945　朝鮮人民革命軍がソ連軍と共に対日戦に参加し、朝鮮を解放。

②金日成の生い立ち

1912 4/15 平安南道大同郡古平面南里（万景台）に金成柱（ｷﾑ･ｿﾝｼﾞｭ）として出生。父金享稷（ｷﾑ･ﾋｮﾝｼﾞｸ：農民の子、書堂教師）母康盤石（ｶﾝ･ﾊﾞﾝｿｸ：教会長老の娘）ともにキリスト教徒

1917金享稷は秘密政治結社朝鮮国民会結成

1918満州へ移住

1923彰徳学校（龍山郡下里教会、普通学校（小学校））

1925満州に戻る

1926華成義塾に入学するも、父急死のため退学

1927中国の吉林省毓文（ｲｸﾌﾞﾝ）中学留学

　　　朝鮮革命軍への参加

③　金日成と満州抗日戦争

1931満州事変

1932満州省委員会：抗日救国連合の新方針を決定、しかし中国共産党中央は、抗日よりも革命優先を北方会議で決議

　　　金日成：東満州間島（現在の中朝国境地帯）地方において抗日ゲリラ（遊撃隊）に参加

　　　コミンテルン：満州における反帝統一戦線の結成を支持（革命よりも抗日を優先）

　　　そうした路線変更をめぐるゲリラ部隊内での粛清・混乱

1935コミンテルン第７回大会：植民地、半植民地に対しても反帝人民戦線を拡大、少数民族問題への関心、抗日のためには党派の違いを超越して協力するべきであると決議。

1936東北抗日連軍結成にあたり、中国人部隊と朝鮮人部隊を別個に組織するべきかどうかをめぐって議論、金日成は、東北抗日連軍組織を提唱し、結局「連軍」＝東北抗日連軍第二軍結成に落着。

1937普天堡（ﾎﾟﾁｮﾝﾎﾞ）戦闘：駐在所を襲撃し、武器を奪取。さらに、その鎮圧隊も金日成部隊との交戦で全滅。→「金日成」の名が朝鮮国内に広まる。

1938東北抗日連軍第一路軍第二方面司令官に就任
1940金日成部隊ソ連領内に撤退

1941日ソ中立条約締結

1942妻金正淑（ｷﾑ･ｼﾞｮﾝｽｸ）が金正日（ｷﾑ･ｼﾞｮﾝｲﾙ）を出産（＠ハバロフスク近郊、しかし、後に白頭山で出生したと歴史が書き換えられる。これは、民族の指導者であるべき金正日が民族の聖地、白頭山で生まれたことを強調するため）
1945ポツダム会談での約束に基づいてソ連軍の対日参戦、9月に金日成部隊がソ連軍とともに平壌に帰還
④　抗日運動の展開において直面した諸問題

⑴抗日運動における左右の対立
　共産主義者と「民族主義者」（大韓民国臨時政府：1919上海後に重慶に、金九らが中心）：合同（新幹会1927）と分裂

　中国における親国民党系と親共産党系、国共合作を支持するのかしないのか。

⑵抗日運動における左右両派内部の派閥抗争
　左派内部における激烈な派閥闘争：火曜派、ML派

⑶中国における抗日運動と朝鮮民族による抗日運動との関係
　コミンテルンによる指示の頻繁な変更（１国１党の原則と少数民族問題、反帝（抗日）と社会主義革命との優先順位）

　中国における国共合作と国共内戦の影響

　中国共産党への入党問題

参考文献

和田春樹（1992）
姜在彦『金日成神話の歴史的検証：抗日パルチザンの〈虚〉と〈実〉』明石書店1997年

姜在彦『満州の朝鮮人パルチザン：1930年代の東満・南満を中心として』明石書店1993年

キム・イルソン『金日成回顧録　世紀とともに　第１巻〜』雄山閣
拙稿「植民地朝鮮における抗日民族主義運動の対外認識」下斗米伸夫・五百旗頭真編『二十世紀世界の誕生：両大戦間の巨人たち』情報文化研究所発行　星雲社発売、２０００年６月、pp.153-174.

２　北朝鮮の「建国」（1948年9月9日）

⑴　朝鮮共産主義運動の「派閥」：
1 南労党派（朴憲永パク・コニョン）：朴憲永を中心として団結し、南朝鮮内で非合法地下運動を展開した南朝鮮労働党（南労党）出身者。

2 国内系（呉淇燮オ・ギソプ）:北朝鮮内部で活動を展開した。ただし、彼らの多くは、南労党の指令に従っていた。

③延安系（金枓奉キム・ドゥボン、武亭ムジョン）：中国延安において中国共産党傘下で抗日運動を行った。

④ソ連系（許哥而ホ・ガイ）：ソ連に数１０年間居住しており、ソ連軍が北朝鮮を占領し駐屯した後、通訳などとして北朝鮮に入ってきた。

⑤パルチザン（満州）派（金日成キム・イルソン）：東北抗日聯軍（中国人の指揮下で朝鮮人も参加）で武装闘争をしたパルチザン。その他の「派閥」が「派」とは言えないような比較的緩やかな結束力しかもてないのに対して、この「派閥」だけは、金日成とともに上記のような苦難の経験を共有してきた人たちであるために、金日成に対する忠誠心が強く、非常に団結が堅い。

⑤’ 甲山（カプサン）系：国内系ではあるが、金日成との関係が強いグループ。普天堡戦闘の時に朝鮮側で組織的に金日成の抗日聯軍遠征隊に呼応した甲山郡共産主義者たち。

⑵　北朝鮮労働党創立と北朝鮮（朝鮮民主主義人民共和国）「建国」

解放直後の北朝鮮

早期の左派優位体制の確立：天道教勢力（青友党）、曺晩植（ﾁｮｳ･ﾏﾝｼｸ）率いる朝鮮民主党が1945年８月当初は朝鮮共産党と同等の勢力を誇っていたが、１０月ころまでには、「衛星党化」

ソ連軍と左派勢力との間には基本的な利害が一致し、南朝鮮における米軍政と南朝鮮内部の政治勢力との関係とは異なる。
ソ連軍による略奪などがなかったわけではないが、ソ連軍の占領と現地勢力との摩擦は、南朝鮮地域と比較すると相対的に小さかった。

土地改革：地主勢力の除去は比較的容易であった。赤色農民組合の勢力が強い地域が多く、相対的に地主小作制は強くなく、自作農が多かったから。また、土地を奪われた地主層は南朝鮮地域に「越南」した。

金日成は、朝鮮共産党の北部分局をいち早く設立し（４５年１０月：2005年10月の党創建60周年はこの時点を起点）、さらにはその独立性を高める。朝鮮共産党の主流であった南労党派から次第に主導権を奪取する。ついには、延安派を中心とする朝鮮新民党との合同を通して北朝鮮労働党を結成し、南労党派を抑えて、満州派が北朝鮮の「建国」を主導する。ただし、朝鮮戦争勃発以前は、金日成の権力は、上記の派閥の均衡の上に成立したにすぎなかった。換言すれば、金日成は必ずしも絶対的な第１人者ではなかった。

⑶北朝鮮内部の政治力学関係
　朝鮮共産党北朝鮮分局と人民委員会：当初は人民委員会を分局が掌握することはできなかったが、土地改革の実施などを通して、次第に分局が人民委員会を掌握するようになる。

　北朝鮮労働党の創立（8/46）：［北朝鮮共産党＋朝鮮新民党］（Cf南朝鮮労働党＝［南朝鮮共産党＋朝鮮人民党＋朝鮮新民党］民主主義民族統一戦線の反映、中央委員の勢力分布（満州派４、延安系１５、ソ連系８人、国内系１０、その他５）表面的には各政派の連合体制であるが、実質的には満州派、ソ連系、延安系の主流体制として国内系に対するヘゲモニーが貫徹されていた。

　国共内戦に参加した朝鮮人部隊の帰還：延安系の勢力増大

　ソ連系：ソ連型モデルの踏襲（党組織を整備、純化し、その党組織を動かし、社会全体を引き締める［党＝国家］モデル）

　延安系：中国の毛沢東式「大衆路線」の適用、建国思想総動員運動の主導、上記のソ連型モデルを「官僚主義」として批判

　ソ連系による巻き返し、その結果としてソ連系の暫定的な勝利

　北朝鮮労働党第２回大会(3/48)：元来、国内系の一部は、朝鮮共産党分局設置に反対したが、その姿勢などを始めとして、ソ連系が前面に出て国内系批判を展開した。これは、南北朝鮮単独政府樹立が既成事実化され、南労党を中心とした南労派と国内派との連携を予め遮断する狙いがあった。中央委員の勢力分布（満州派６、甲山系２、延安系１７、ソ連系１６、国内系１３、その他１３）

　南労党との合同による朝鮮労働党の成立(6/49)：北朝鮮における複数政党間の競争体制の終焉、しかしながら、朝鮮労働党は、南労党派が参入した上記の政派間の連合型政党であり、党内部における政治的多元主義、競争は制限的には存在した。実質的には、基本的意思決定は、金日成、朴憲永、許哥而、金枓奉の４巨頭による合意構造の下で行われた。

　朝鮮人民軍の創設(2/48)：上記の政派の連合体的性格が反映されてはいたが、比較的自律性を保ち、満州派が、抗日パルチザン闘争という民族解放闘争の伝統における公式性を確保することにより、軍内部におけるヘゲモニーを維持することができた。

　党＝国家体制の中で、職業同盟や農民同盟を中心とする社会団体は、党の伝導ベルトと位置づけられ、その自律性を喪失していった。こうした社会団体の内部にも次第に党組織が作られ、こうした党組織を通じて、各社会団体が組織化されるようになっていった。しかしながら、まだ、この時期においては、こうした社会団体に対する党の支配は十分に貫徹せず、一定の自律性もしくは社会団体に対する党組織の依存が顕著であった。

３　朝鮮戦争とその帰結—パルチザン派の権力闘争における勝利

⑴　朝鮮戦争開戦の経緯
北朝鮮

　北朝鮮による先制攻撃の意思決定過程は、まだ必ずしも明確ではない。中ソの指導者（スターリンと毛沢東）と金日成とのやりとりに関してはある程度明確になってきたが、北朝鮮内部における意思決定はまだ不明確。もちろん、金日成の意思が最終的には決定的ではあったが、当時、金日成はまだ独裁者ではなく、他の有力指導者の同意がなければ開戦決定は困難であったからだ。おそらくは、金日成と朴憲永が、先制攻撃決定に決定的な役割を果たしたと考えられる。満州派の第2人者崔庸健（チェヨンゴン）は開戦には消極的であったという指摘も。
　南朝鮮（韓国）における左派主導の人民蜂起への期待

　他方で、李承晩政権下での土地改革などが行われるなど、南朝鮮革命の基盤が縮小していく状況に対して、ある種の焦燥感を持つ。

　中ソ両国からの支持を期待、事前の謀議

ソ連（スターリン）

　北朝鮮の行動を支持し、アメリカの介入はないとの考えに傾いて、兵器を提供し、さらには、中国軍を偽装して空軍を派遣したが、自分たちが北朝鮮の行動を積極的に支持したという印象を与えるのを極力避け、中立的なポーズを取る。

中国（毛沢東）

　中国革命の延長としての朝鮮「解放」を理解する。抗日戦争の過程でつちかわれた朝鮮同志に対する義理とアメリカとの宿命的な勝負の不可避性

　　　1949中国革命の成功←中国東北部における朝鮮人部隊の活躍

　　　　　　朝鮮人部隊の北朝鮮帰還

　　　1950「抗美援朝」としての介入：ソ連空軍の出動を条件としたが、それが必ずしも充足されない中での参戦決定

⑵　朝鮮戦争の展開
　朝鮮戦争の停戦をめぐる過程

　　早期停戦を望む北朝鮮・中国とそれを長引かせようとするソ連（通説：但し、和田は異説を提起）
⑶　朝鮮戦争の帰結：北朝鮮の政治・経済・社会に及ぼした影響
　正規軍型軍隊：延安系の協力の下に満州派が掌握し、ソ連系が実務的に支える。

　人民戦争型軍隊：延安系が指揮する。

　遊撃戦型兵力および大衆蜂起型の地下組織：南労党派が志向した。

この３つが融合することが理想であった。

　本来であれば、先制攻撃決定の責任を負うのは、金日成と朴憲永であった。

　　北朝鮮国内における権力闘争：ソ連系・国内派による金日成への挑戦とその粛清

　許哥而の失脚・死亡

　　金日成による許哥而批判(9/51)：許哥而による党員厳選姿勢を批判し、党員の拡大を図る。許哥而は、7/2/53自殺（ソ連から見捨てられたことに対する絶望）。

朴一禹（ﾊﾟｸ･ｲﾙｳ　延安系）の脱落：内務相解任、朝中連合司令部からの召還→内務機関および軍内部における金日成に対する牽制力の除去

朴憲永および南労党派(7/53)の粛清：朝鮮戦争の失敗という莫大な犠牲を払った戦争責任の問題は、政治的死活問題であった。たとえ、公式的には、アメリカ帝国主義の侵略からの祖国防衛戦争に勝利したという立場であるとは言っても、実質的には、当初志向した軍事的統一は達成されず、しかも国土の破壊という莫大な犠牲を払ったわけで、内部的にはその「失敗」の責任を何らかの形で問わなければすまされなかった。その責任を本来負わなければならないのは、金日成と朴憲永であった。また、中ソ両国との関係もあった。その場合に、中ソ両国の責任にもならない形で責任問題を収拾するのに最も好都合であったのが、南労党派を犠牲にすることであった。したがって、中ソ両国も、それを暗黙裏に支持した。もちろん、それは、満州派および金日成への権力集中とも合致した。ただし、朴憲永に関しては、その粛清裁判は時期が遅れ、朝鮮戦争停戦協定締結後55年12月になった。その罪状は、「朝鮮民主主義人民共和国政府転覆陰謀と反国家的テロ及び宣伝煽動関する件」で、具体的には、アメリカのお雇いスパイとしてアメリカの諜報機関に軍事・政治・文化事業に関する重要機密情報を提供するために党と政府の高位職に潜入し、米帝の軍事作戦に呼応し、武装暴動を起こし、政府を転覆させ、朴憲永を中心とした米帝国主義の傀儡政権を組織しようとしたとされた。満州派に匹敵する凝集力を持った南労党派の粛清、消滅は、新たな国内派の台頭によって埋められることになった。もちろん、ソ連系、延安系、国内系などは残ったが、個人として金日成に対抗できるような人材はいなくなった。

４　戦後経済復興と国家社会主義の成立

国土の壊滅的破壊、そしてそれからの経済復興をどのように進めるのかをめぐる政策的対立と金日成を中心とする満州派への一元的な権力集中（南労党派はもちろん、ソ連系と延安系を粛清し、疎外する）過程が、重層的に進行する中で、党＝国家体制という国家社会主義体制が確立されていくプロセス。

⑴4/55 党中央委員会全員会議：北半分における社会主義革命の宣言、農業の集団化・重工業重視路線の積極的推進、マルクス・レーニン主義の朝鮮化の試み（ソ連系への批判へとつながる）

　歴史の「再解釈（書き換え）」作業の着手：1920年代の朝鮮共産党に対する評価、1930年代の抗日武装闘争における金日成の役割と比重、解放後共産党再建と分局創設、朝鮮労働党創立の問題（南労党との関係）など

⑵1956年スターリン批判（個人崇拝批判）と北朝鮮の対応

　ソ連共産党第２０回大会におけるフルシチョフの秘密報告（2/25/56）：スターリン批判、個人崇拝批判

　金日成による選択的適用

4/56第３回党大会（８年ぶり）

1 国際情勢全般における平和共存政策は支持するが、アジアや朝鮮半島においてはそのまま適用されない。米帝国主義侵略と日本軍国主義復活に対抗するアジア人民の植民地民族解放闘争への積極的支持

2 重工業優先路線と急速な農業集団化政策の正当性を確認

3 南労党粛清をめぐる歴史の「清算」

4 ソ連共産党代表ブレジネフ演説：個人崇拝批判問題へのより積極的な取り組みを要求

5 中国共産党代表は、ソ連とは異なり金日成に友好的な演説に終始

6 北朝鮮政府は、個人崇拝の責任を朴憲永に転嫁させる。

党中央委員の勢力分布：満州派８、甲山系３、延安系１９、ソ連系９、国内系（北）１３、国内系（南）７、その他１２

6/56金日成のソ連東欧諸国訪問

　その条件として、金日成は、ソ連のスターリンへの個人崇拝批判を認める。

北朝鮮国内における金日成の個人崇拝批判拡散の動き

8/56党中央委員会全員会議

　延安系の尹公欽（ﾕﾝ･ｺﾝフム）が金日成の個人崇拝の過ちを批判、反対派４人は一時中国に亡命。金日成らは、かれらを除名処分に。

9/56 中国共産党第８回全国大会（８中全）

　中ソの圧力によって、金日成は一旦上記の措置の白紙撤回を余儀なくされる。ただし、国内において反対派が盛り返したわけでは必ずしもなく、むしろ反対派をあぶり出し、さらに金日成への権力集中を進めることに帰結した。

⑶ハンガリー動乱の勃発と北朝鮮
　ハンガリー動乱の勃発と社会主義圏の「動揺」とその収拾過程で、中ソ両国は金日成個人崇拝に対する圧力をそれほどかけなくなった。したがって、国内の反金日成派は、中ソ両国の支援を期待できない状況に追い込まれることになった。金日成も、批判派に対する攻勢を再開し、結果的には、反対派の除去と金日成満州派への権力集中をよりいっそう加速させる帰結をもたらし、政治的多元性はほぼ消滅した。

「反宗派闘争」と「反革命分子との闘争」　

経済政策をめぐる対立と党内権力闘争との連携

必ずしもそれほど明確ではないが、金日成満州派への権力集中は、政策的には、若干の紆余曲折はあったが、重工業優先・急速な農業集団化という２つの経済政策の優位へと連携した。金日成への反対派は、こうした経済路線への批判をある程度内在させていたからだ。

⑷国家社会主義体制の完成と党の一元的指導体制の確立
11/57金日成のモスクワ訪問、毛沢東との会談：ソ連から国内のソ連系の処分をめぐる支持、黙認を確保。北朝鮮駐留中国人民志願軍の撤収に関する合意。党および軍内部の延安系をめぐる処遇に関する中国の介入に注意する必要はなくなった。

朝鮮労働党第４回党大会（9/61）：金日成にとっては「勝利者の大会」

　韓国における政治的混乱（４・１９、５・１６）と北朝鮮の優位の確認

　中ソ対立における独自の民族主義的立場の強調、革命伝統教育の必要性：国際共産主義運動の団結を中ソに訴える。「自力更生」の主張強化。

　中央委員の構成：満州派３１、甲山系６、延安系３、ソ連系１、国内系１３

　千里馬運動：生産活動における精神主義の動員。共産主義教育と革命伝統教育を結びつけて、生産における集団的革新運動と勤労者を教育、改造する事業を有機的に結合。
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